平成26年度第１回　大阪府障がい者自立支援協議会ケアマネジメント推進部会　議事概要
日　時：平成26年７月25日（金）午後３時半から午後５時半まで
場　所：大阪府庁本館５階　第５共用会議室
委員者：大谷部会長、上田委員、姜委員、辻委員、長野委員、舟木委員、森委員
事務局：地域生活支援課　中川課長
地域生活推進G　有山総括補佐、谷岡総括主査、平野主事、田中技師

障がい者自立相談支援センター　森田課長

概要

１．議題１「ケアマネジメント推進部会での検討事項と今後の進め方について」
　　議題２「相談支援ハンドブックの拡充について」

(1)　資料１～４について説明

(2)　委員からの意見

（大谷部会長）
・計画の進捗率は思わしくない、全体としても低いが、障がい児の進捗率は特に低い。地域で児から者まで一貫したシステムづくりが必要。
・ハンドブックの作成に向けて、まずは執筆者の確認をしたい。

　　在宅支援の事例・・・・・姜委員

　　施設入所者の事例・・・・辻委員

　　地域生活移行の事例・・・舟木委員

　　障がい児の事例・・・・・上田委員

　⇒各委員了承

・地域定着支援の状況については森委員、自立支援協議会や地域課題に関しては長野委員に助言をいただきたい。

・森委員に伺いたいが、堺市での地域定着支援は幅広く運用していると聞く。その背景を教えていただきたい。堺市権利擁護サポートセンターとの連携も進めているのか。
（森委員）

・法改正以前から区や事業所ががんばって支援してきたことがつながっていると思われる。詳細は確認してみる。
・権利擁護サポートセンターとの連携はまだであるが、基幹相談支援センターとの連携を中心としているところ。

（大谷部会長）

・また詳細は教えていただきたい。

・事例を記載いただく各委員の意見はどうか。まずは姜委員からご意見いただきたい。
（姜委員）

・サービス担当者会議の議事録を掲載すべき。サービス事業者とのやりとりや確認内容などもポイントになる。
（大谷部会長）

・サービス担当者会議の記録についても盛り込むべき。ぜひお願いしたい。

・市町村において、計画作成の際の前さばきをどのようにしているのか。

（長野委員）

・市によって流れは違うのでは。ご本人から相談を受けたサービス事業所や相談支援事業所、市窓口において、対応できる相談であれば受けるし、必要に応じて他の機関につなぐこともある。そうやって事業所から市（基幹相談支援センター）につながるケースもある。

（大谷部会長）

・サービスを利用したいなど相談内容が明確な場合はよいが、曖昧な場合にたらいまわしにならないのか（例えば、サービス利用の相談でなければ特定相談支援事業所でない等）。前裁きのシステム化が必要ではないか。

・適切なところにつながらない場合、どのように対応しているのか。

（姜委員）

・相談支援事業所が区から吸い上げて対応している。自立支援協議会にフィードバックした事例もある。
（大谷部会長）

・続いて、施設入者の事例について、辻委員にご意見を伺いたい。

（辻委員）

・個別支援計画との連動は話題になっているところ。施設は先のことまで見越した計画のイメージがつきにくいと思うので、そのあたりをイメージできるようなものを作成したい。

（大谷部会長）

・これは地域移行の事例か。
（辻委員）

・入所中のイメージである。

（大谷部会長）

・施設入所において、いかに本人のパワーを損ねずに支援するかも大事である。
・地域移行の事例のほうがよいのではないか。

（事務局）

・入所において、本人に寄り添う期間と地域移行を具体的に進めていく期間と段階があると思う。本人に寄り添う期間においても、本人をエンパワメントしながら、目標をもって支援をしていくことが必要。
（辻委員）

・計画のなかに、「○年後の地域移行を目指す」という内容を組み入れてはどうか。

（大谷部会長）

・地域移行を意識した内容を盛り込むほうがよい。

・長期にわたるプランになるかもしれないが、お願いしたい。

・辻委員の施設では計画は進んでいるのか。

（辻委員）

・現在は、セルフプランの案内や問い合わせレベルであり、進んでいるとは言えない状況。

（大谷部会長）

・施設入所の方の計画はどの程度進んでいるのか。

（事務局）

・障がい福祉サービス受給者全体の統計であり、利用サービス別の統計はとっていない。

（大谷部会長）

・施設入所支援と就労継続支援又は生活介護の利用組み合わせは、サービス等利用計画の作成が前提であり、経過措置終了後、支給決定の更新の際、施設入所者は計画がなければ居所がなくなることになる。
・各市において、施設入所者に対する計画作成の状況はどうか。
（長野委員）

・現在はほとんど導入できていない状況。支援において導入が必須となるケースについては、個別に対応している。
（森委員）

・そこまでは十分に検討できていない。

（姜委員）

・施設は家族とのやりとりが密であり、そこに相談支援事業所がどう入っていくかが難しいところ。

（大谷部会長）

・安易なセルフプランは困るが、セルフプラン自体が悪いものではない。市町村や事業所の参考となるよう、セルフプランの事例を掲載してもよいのではないか。姜委員の事業所が参考となるだろう。

・次に、地域移行の事例について、舟木委員にご意見いただきたい。
（舟木委員）

・前回のハンドブックでは他者の退院を契機に地域移行をしてみたいと思った事例を取り上げたが、今回は、地域相談マネージャーとピアサポーターで働きかけを行うなかで、気持ちが動いた事例をいれていきたい。

（大谷部会長）

・地域定着支援やクライシスプランをいれる狙いはなにか。

（事務局）

・地域移行・定着を組み合わせて支援していくことが有効と考えている。地域移行をした方の地域生活を支えるため、定着支援を活用いただきたいということもあり、定着支援の利用例を事例に盛り込むよう考えた。
（舟木委員）
・地域定着支援により、セーフティネットができていることでご本人も安心する。

・クライシスプランにおいて、自分の変化やSOSのサインを共有しておくこと、サインとそのときどうしてほしいかを事前に共有しておくことで、本人も安心できるし、支援者も安心できる。

・ご本人は必要なときに助けてほしいという思いがあり、いつでも支援を受けられるということが安心につながる。
（大谷部会長）

・実際に地域定着支援を行っているのか。
（舟木委員）

・地域定着支援で関わっているケースはないため、森委員にも助言を受けながら記載していきたい。

（長野委員）

・茨木市では、地域定着支援は１件のみ。

（大谷部会長）

・地域定着支援は利用しにくいものなのか。
・レアなケースの紹介より、実際に使いやすいもので掲載してもよいのではないか。

（事務局）

・24時間支援は事業所にとってもハードルが高いものとなっており、対応できる事業所が少ないことや、市町村としても支給決定の事例が限られているところ。利用例ということでイメージをもってもらうことも含め、事例に取り入れたい。

（大谷部会長）

・最後に、障がい児の事例について、上田委員のご意見を伺いたい。

（上田委員）

・ショートステイの活用等家族の支援も含めた事例がいいか、どのようなケースが求められているか。

（事務局）

・本人中心のプランが必要だが、保護者の同意も必要というなかで、どのようなプランを作っていくかが課題。
（上田委員）

・今は保護者が希望すればサービスを利用するという状況。

（大谷部会長）

・子どもの権利擁護の観点からいうと悩ましいケースも、親と対立し、サービスを利用しないとなってしまうと、さらに子どもにとってマイナスとなってしまう。

・親受容も必要。

（事務局）

・レスパイトにより、一度保護者にほっとしてもらい、次の段階へ進んでいくというように、まずは寄り添うことも必要。保護者のレスパイトを含めたケースでどうか。

（大谷部会長）

・難病のケースについても気になるが、各市の状況はどうか。
（長野委員）

・身体障がい（身体障がい者手帳を既に所持）もあってというケースは複数あるが、難病のみでの支給決定ケースはほとんどない。

（森委員）

・堺市も同様である。

（大谷部会長）

・本部会の役割を考えると、先行事例として難病のケースも取り入れた方がよいとも考えるが、実際に事例が上がってきていないようであれば、難しいか。
・ハンドブックの周知については、どのようにするのか。
（事務局）

・市町村への周知及び府のホームページへの掲載と考えている。

・また、相談支援従事者研修において、周知する。

（大谷部会長）

・せっかく作成するのだから、周知についても工夫が必要。

・現任研修のアンケートに、ハンドブックを知っているか、また、参考にしているかという項目をつけてはどうか。

（姜委員）

・初任者研修や現任研修受講の際に持ってくるよう促してはどうか。

（事務局）

・周知方法については検討する。

２．今後のスケジュールについて
・８月末までに事例を作成し、事務局へ送付。

・第２回部会の前に、事例を各委員に送付し、部会にて意見をいただく。

　【第２回部会】

日時：９月２６日（金）１３:３０～１５:３０

場所：大阪府庁新別館北館４階　職員会議室７・８

　

　【第３回部会】

　　日時：１０月２７日（月）１０:００～１２:００

　　場所：大阪府公館
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